
2A21 米国技術移転人材のキャリアパス 

0 隅藏 康一 ( 政策研究大学院大 ) 

1.  はじめに 25 ィ 立に位置する 大学の技術移転オフィスのウェブサイト 4 を閲覧 し 

1 ㏄ 8 年に「大学等における 技術に関する 研究成果の民間事業者へ たところ、 個々の技術移転専門スタッフ ( 各オフィスにおいて 異な 

の移転の促進に 関する法律」が 施行されたのを 契機として、 産学問 る称号があ てられているが、 以下、 統一的にライセンス・アソシ ェ 

の 技術移転を促進する 体制が整備されている。 同法制定時にモデル イトとよぶ )5 のキャリアパスが 掲載されているのは 10 件であ った 6 。 

となったのは、 1980 年代に産学間技術移転の 促進を図り、 経済的 活 加えて、 米国衛生研究所 (Na 廿 lon 撰 In 師 tu ねも rHe 北 h;N Ⅱ lH) 

力の再生に成功した、 米国の体制であ った ' 。 2 ㏄ 2 年 9 月現在、 27  は、 FYl ㏄ 9 のライセンス 収入が 佃 60 万ドルであ り、 上記 10 大学 

の 技術移転機関 ( ℡ chn ㎝。 寮 Ⅱ㏄ ns Ⅰ g0 ㎎㎝ 亜 am mon;TL 五 』 O) が文 のリスト中に 位置づけると、 コロンビア大学、 カリフォルニア 大学 

晋 科学者と経済産業省の 承認を受けて 活動している 2 。 に 次ぐライセンス 収入となるため、 N Ⅱ H の技術移転オフィス (O 苗 ce 

2001 午から 2002 年にかけて、 日本の知的財産戦略について 複数 ofTe 由 noto 穿 Ⅰ㎝ s 偽 r;oTT) も調査対象としだ。 

の会議・委員会が 開かれ、 報告書が発表されている ' 。 そのいずれに 表 Ⅰ 米国ほ 術 移転人材の学位取得状況 

おいても、 大学で生じる 知的財産を産業界に 有効に移転して 活用す 

ることが重要施策として 位置づげられており、 それと関連して、 技 

術 移転の担い手となる 知的財産関連人材の 育成についても 言及がな 

されている。 - 知的財産戦略大綱」においては、 大学の理系学部に 知 的 営教育を充実させる、 財産制度を扱 う 講座を設置する、 知的財産に関する 大学と産業界が 事 mq 職フ太 どき院の設置を 連携して技術経 検討 0 仁一のの でⅠの 00 一 Ⅰ ヌ Ⅰ 0 0 
する、 という施策により、 ビジネスに理解の 深い技術系人材を 供給 已 Ⅰ ヱ Ⅰの ト 。の 上 Ⅰ 0 の 

することが盛り 込まれている。 また、 文吾 瞬斗学省の 2 ㏄ 2 年度科学 

においても、 - 新興分野人材養成」の 中に知的財産の 

けられ、 2 つの拠点が選定され 六も 
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産学間技術移転を 成功に導くためには、 それを担 う 適切な人材を 調査の対象となったライセンス・アソシエイトは 1 田 名であ る   

育成し配置するのが 不可欠であ ることは、 論を待たない。 しかしな これらについて、 取得した学位を 調査し 危 表 1 は、 理工系の学位 

がら、 どのような人材が 必要であ るかについては、 味固め Ⅲ』 0 で (Ph.D.,B.S.orM.S.,None) ならびに人文社会系の 学位山 I.BA     

  理工系出身でビジネス・ 法律に詳しい 人材が活躍している - とい J.D.,mherDee ㏄ es,None) について、 共に保有している 者の割合 

ぅ 認識はわが国技術移転関係者の 間で共有されているものの、 具体 を示したものであ る 8 。 ライセンス・アソシェイ ト のうち、 理工系の 

的なデータに 基づく議論は 現在までなされていなかった バックバラウンドの 者 ( 大学の学部以上の 段階で理工系を 修めた 経 

そこで本研究は、 産学間技術移転人材の 育成方法を議論する 前提 歴を持つ者 ) は㏄． 3% にのぼり、 理工系の博士号を 持つ者は全体の 

として、 米国において 技術移転の専門家がどのような 学位・キャリ 

アを 持つ人材であ るかについて、 データ収集とインタビュ 一調査を 
4  AU 庁 M のウェブサイト㎝ 坤ゾ hV@ Ⅵ v. ㎝㎞・㏄ 血 ea お Ⅰ 肝 a 皿㏄ / 

行い、 考察し @ 
め山 0 伍 ㏄ 巳 6 ㎝ 托田 万引よりリンクしているぺ ー ジを参照した。 データ収集 

の 基準となったウェ ブ サイトは、 幻 02 年 7,8 月時点のものであ る。 

2. 調査の方法と 結果 。 技術案件を扱っていると 認められたスタッフのみを 調査の対象とし 六二 

  1)  全体像 
                                                          。 。 "" 。 """" 合計額 " 記 " 
れているが、 ウェ ブ サイトはキャンパスごとに 作られており、 サンディエゴ 

A 鍵 ㏄ ia 廿 (On oflII,dveI 面 ゆ Techmol0 綴 ， Mma やほ (AUTm のの 校田 CSD) とサンフランシスコ 校 ⑤ CSF) について、 ライセンス・アソ 

Ⅱ㏄ ns 下 eSu Ⅳ eyFY  lg 的において、 ライセンス 4X メ 総 額 が上位 シェイ は、 HfW ト のキャリアを むけ Mb 面㏄ 1S 調べることが 由 ㏄ 1,0 伍 ㏄ 可能であ ぱ TeChmol0 ったハーバード ⅣⅡ㏄Ⅸ五 %  大学について ( 医学部 OTL) 
と 、 その他の学部を 扱 う H 酊 V 酊 dU ㎡ iversi ゆ 0 伍 ㏄ 伍 rT ㏄ⅠⅢ 010 綴 ㎝ d 

'  科学技術庁 編 「 平戎 10 早坂科学技術白書」、 254 頁 (1998L 。 Ⅱ ade 皿沖 k Ⅱ㏄㎎ 下甘 (OmT Ⅱ ， ) の値を合計し 力こ 

2 h 唾 :/hvww Ⅶ。 印 jp@ 血 ㎝。 ． h ㎞ 7  NIHI は全米に研究予算の 配分を行 う ほか、 傘下に 27 の研究機関を 抱え 
3  「知的財産朔幣大約 ( 知的財産戦略会議、 幻 02 年 7 月 3%      「知的財産 ている。 ㎝ T は、 それら 27 機関の研究成果を 産業界に移転するための、 一 
戦略について 中間まとめ」 ( 総合科学技術会議知的財産朔幣 専 "" 。 ""  本化された窓口であ る。 
2 ㏄ 2 年 6 月 13B  ; 「産業競争力と 知的財産を考える 研究会報告書」経済 8  M.BJU. と J.D. を共に保有している 者が 3 名いるため   この表の合計 

産業省、 2002 年 6 月 5 % 。 は 137 となっている。 
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表 2 米国技術移転機関の 機関川柱 故 ( ライセンス収入総額、 技術移転人材の 学位とキャリア、 発明と人材に 曲する分野の 広がり ) 

46.7% であ った M.B.A. ならびに J.D. は、 それぞれ 27.7% 、 15.3%  が、 J.D. の保有率が高い。 また、 表には記されていないが、 特許 関 

の 者が保有している。 「 Ph.D. 」「 B.S. ㎝ M.S. 」と、 「 M.B.A 」 連の職種 10 の経験が豊富な 人材が多いのも 特徴であ る (28 名 中 19 

「 J.D. 」「㏄ her ユ宅捜 Bs 」のクロスする 位置にいる者を、 理工系と 名、 67.9% であ った ) 。 NIH 以外の 106 名のうち、 特許関連職種の 

人文社会系の 両方で学位を 取得した「マルチ・メジャ 一人材」と 定 経験が記されているのは 7 名 (6.6%) しかなかったことを 考えると、 

義 すると、 43.8% がそれにあ たる。 「マルチ・メジャー 以外の Ph.D,  非常に顕著な 特徴であ る。 OTT のディレクタイ 橿であ る 鯖 even 
は 29.9% であ り、 - マルチ・メジャ 一でも Ph.D. でもない者」は Fer 甲 ㏄ n は、 「 OTT では、 科学のバックバラウンドがあ ること 似 、 

26.3% にすぎない。 米国の大多数のライセンス・アソシェイ ト は 、 外に法律や政策立案の 経験、 また M.B.A. といったビジネスの 学位や 

高等教育機関において、 単一の領域を 深く修めるか、 あ るいは複数 産業界での経験があ る者を望んでいる」と 述べ、 法務経験を重視す 

の 領域を修めていることが 明らかとなっ 六ム る 旨を明らかにしている。 

なお、 マルチ・メジャ 一人材が学位を 取得し倒鳳字 に 関しては、 NlH では、 傘下の 27 機関のほとんどに 特 青竹 ヒナ べき技術を発掘 

表 には記されていないが、 ほとんどの場合に 理工系の学位を 取得し するオフィスがあ り、 各機関が特許 イヒ を決めた案件について、 OTT 

てからポストドクターあ るいは企業勤務を 経た後に、 M.B.A や J.D.  が特許出願やライセンス 交渉を行う。 研究者と密接に 連絡をとって 

を取得するというパターンであ る。 逆に人文社会系の 学位からはじ 技術を発掘するのは 各機関であ り、 OTT は技術移転プロセスの 中で 

めるというパターンも 皆無ではないが、 稀であ る。 バイオベンチャ は下流を担っている。 また、 NIH は生命科学の 研究 @ 関としていわ 

一の経営者であ り、 皿 』 0 との交流も多く、 自身も物理学と 経営学を ば「ブランド」であ り、 産業界にさほど 弓 金力 に マーケティンバを 行 

修めた て /b う， ・メジャ一であ る Ephr ㎡ 皿 Hener も 、 倣の知る限り、 れなくても企業を 引きつける力を 持っている。 そのため、 科学技術 

まず専門技術を 学んだ後に経営を 学ぶ人が多い」と 述べている。 や マーケティンバよりは 法務経験を重視した 人材採用を行っている 

(2)  各大学，機関の 特徴 ものと考えられる。 

次に、 各大学・機関における 特徴を分析するため、 表 2 を作成し ② Ph.D. 重視・シンバルメジャ 一型の UCSn と rTCSF 

仁 左の 2 つのセクションには、 1 ㏄ 9 年度のライセンス 収メ総落は、 UCSD と UCSF は、 ともに、 ライセンス，アソシェイ ト のほと 

ならびに調査対象となった 人数を記した んどが「理工系 Ph.D. か つ 人文社会系の 学 庇 無し」のシンバル・ メ 

その隣は 、 順に、 マルチ・メジャ 一人材の割合、 理工系の学位を 、 ジャ一であ る。 しかし両者において、 人材の企業経験に @ 違いがあ 

保有する人材の 割合、 人文社会系の @ 位を保有する 人材の割合、 で る。 UCSn の人材の多くは、 Ph.D. ウヰ 引受、 企業での研究開発を 経 

あ る。 その次は、 産業界での経験を 調べた結果であ り、 Ⅵ s の セク てこのオフィスに 入ったのに対し、 UCSF の人材は企業経験のあ る 

ションの数字が 、 何らかの企業勤務経験を 持つ者の割合を 示す。 者が少なく、 大学研究室の Ph.D. を採用するというバターンであ る。 

R&D のセクションは、 企業において 研究開発に携わった 経歴を持 LJCSF のような採用パターンをとる 場合、 理工系人材を 技術移転 

つ者、 MmWement のセクションは、 企業において 経営・管理的な の専門家に育て 上げるためには、 それなりの育成方法が 要求される 

仕事に携わった 経験を持つ者の 割合を恭 尹 。 各セクションにおいて、 はずだが、 どのような方策が 採られているのだろう ヵ ㌔ L,CSFO 伍 ce 
上位 2 つ む 斜体とし、 下位 2 つ @ 余サ 体 とし 力つ 下線を付した of ℡ chnolo Ⅳ Mma や ment (OT Ⅰのディレクタ 一の J ㏄Ⅰ 

この結果から 明らかなとおり、 マル づ， ・メジャ一人材の 割合や学 KrSchbaum に よ ると、 U ㏄ F には非公式の イ、 ノ ターンシ 、 ンプ・ プ 

位の保有状況は、 ライセンス収入の 多寡とは相関しない。 この表 か ログラムが設けられている。 UCSF の教員や Ph.D Ⅱ 夷 捕者のうち 2-3 

ら 読みとれるのは、 むしろ、 各機関の人材採用の 方法が一様でばな 名に対し、 週 4 名時間の知的財産管理に 関する研修を 行い、 その後 

く 、 それぞれに特徴的な 戦略が採られているということであ る。 特 時給を払ってオフィスの 実務にあ たらせる。 このプロバラムの 目的 

に、 以下の点は注目に 値する。 は OTM  の人材採用であ り、 実際にインターンシップを 経験した人 ① '¨IH-OTT 材が 、 博士号 取ヰ影糸 、 正規の職員になった 例もあ るという。 

NIH-OTT は、 理工系学位の 保有率は平均とほとんど 変わらない 付 rSchbaum によると、 U ㏄ F のライセンス 収入は FYl 鎗 9 時   占 

。 A 皿 M Ⅱ㏄℡㎎ SlW 鋤 Ⅳ 1 ㏄ g,p.97   10  Vfi@@.  iw@gs'a-@'   
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で カリフォルニア 大学会キャンパスの 75.7% にあ たり、 約 61 ㏄ 五 

ドルであ る。 UCSF 単独でも、 AUTTM4 のライセンス 収入ランキン 

分野にわたっていることが 明らかであ るが、 そのことが、 関心の幅 

が広い人材を 求めることにつながっているものと 考えられる。 

グ の上位にあ たる。 現在の専任スタッフ 掛壷か 6 名であ り、 専任ス 

タッフ一人あ たりのライセンス 収入では全米 1 位となるだろう。 

UCSFF は医学部のみのオフィスであ り、 専任スタッフ 6 名 中 5 名が 

バイオを専門としている ( 人材のバイオ 率については 表 2 に示され 

ており、 そ浴 むする ) 。 特定分野の案件を、 専 月明 劫 ; 高く技術を深く 理 

解するスタッフが 扱 う ことにより 11 、 このような 高 効率のライセン 

ス 収ス 3% 得 が実現されているものと 考えられる。 

③ Ph.D. 非依存型の鱗 an6opd と WA,R.F." 

鮪 ㎝ 偽 d  と W.A,R.F. は、 Ph.D. の割合力斗 氏く 、 M.B.A や J.D. の 

割合も平均レベルかそれ 以下であ り、 学位を採用基準とはしていな 

いことが伺える。 一方で、 産業界の経験を 重視しており、 平均より 

大きな数値となっている。 

鯖 anfordo 伍 ㏄㎡Ⅰ chno 騰 W Ⅱ㏄ n 血 ng  (OTL) のディレクタ 

一であ る K 机 lher 市 eKu は 、 「ライセンス・アソシェイ ト に要求され 

るのは、 技術のバックバラウンドと 産業界での経験があ ることであ 

る 。 自分でビジネスを 行った経験は @ むジ 須ではないが、 あ ると役に立 

つ。 M.B.A や法律の学位はまったく 必要ない。 むしろ持っていない 

方がい、 、 我々の扱 う 商品は市場に 知られていないまったく 新しい 

ものだから、 M.B.A の人達が学んだような 過去の市場には 意味がな 

、 ㌔法律家はリスクを 回避するように 訓練されているが、 我々には 

リスクを冒して 進むことが必要心」と 述べている。 また、 ライセン 

ス・アソシエイトに 必要な資質として、 俘位 やあ こ 育は実際にはさほ 

ど関係がない。 人と 挺するのが好きで、 問題解決ができて 行動が早 

いことが求められる。 性格が非常に 重要だ ， 」と述べている。 コミュ 

ニケーション 能力の重要性は、 Me は㎏ imle ね ls もさかんに指摘し 

ていた，㎏ irne 俺のオフィス 運営の特徴は 、 - 仕事を効率よく 進め 

るため、 個々のライセンス・アソシェイ ト に権 限と責任を与える」 

溌 明のマーケティンバに 重点を置く」「特許の 取得手続きは、 外部 

の特許事務所に 任せる」という   占にあ り、 「マーケティンバ・モデル」 

とよばれている 14 。 マーケティンバの 木質は 、 人と人とのコンタク 

トを通じた交渉であ るため、 ライセンス・アソシエイトに 対してコ 

ミュニケーション 能力とビジネス 経験が要求される。 

KU はさらに、 「特定の分野を 究めていることはライセンスの 仕 

事に役立つが、 それ以外の分野にも 関心を向けられる 人でないと、 

成功は難しいだろう。 」とも述べている。 表 2 の発明バイオ 率 ( 後 

述 ) より、 鯨 anfoIdo Ⅱ』の扱 う 案件は 、 他の機関と比べて 劃皮の 

ll  UCSF のライセンス・アソシエイトの 専門性の高さを 示すよ、 捌が   

照ぉ Ch]@baum 自身の経歴であ る。 ハーバード大学医学部の 肱 皿 ㏄ Wabe ㏄ n の 

もとで Ph.D. を取得し、 分子生物学の 分野で多くの 研究業績を残した 後、 産 
業界に進出しコンサルタント 業務を行って い 7 し 
12  ウィスコンシン 大学マディソン 校の技術移転オフィスであ り、 

Ⅶ脚エ 田 ⅢⅡ m ㎡㎏㏄ 荻 由比Ⅶ d 血 ㎝の略称であ る。 
13  1970 年に 鱗 anfti ， 田 OTTL を設立し 7% 詳細は、 蝸 俊也・ 隅蔵 康 - 共著 
訂 1 迫と ライセンス・アソシェイ ト J ( ビ ー ケイシー、 2 ㏄ 2 年 ) を参照 " 

， 4  S ぬ ㎡ fbDdoTL 』の JonS ㎝ de 皿 Ⅰが、 1992 年 1 月の AL 皿 T Ⅰ I ニューズレ 
ター 1.2 頁の中で、 従来の「法務モデル」や「管理モデル」と 対比して、 この 
ようによんでいる。 

  

④ その他 

㏄№ 皿 bia 、 Y 付 e 、 HWvarrd については、 際 だった特徴は 見られ 

な、 、 表 2 でライセンス 収入集 1 位に位置する㏄ lumbia 大の Jack 

Grm0 而 t7" は 、 大きなライセンス 収入を挙げるためには 摘 美的 

価値につながる 技術を選び出し、 市場でうまく 取引をすること」が 

必要であ 阪 「これを実行するためには、 大人数の部隊でなくても、 

少数の優れた 人材がいれば ヰ 扮であ る。 」と述べている。 「少数の技 

術からのロイヤリティ 収入が全収入の 中で大きな割合を 占めている 

というケースは 大学、 企業を問わず 多いが、 コロンビア大も 例外で 

はな、 ㌔発明をふるいにかけ、 優れたものだけを 残すが、 重要な発 

明を間違いなく 残すことができるシステムを 構築することが 重要 

式 も 」と指摘する。 そのための人材については、 杖術的なバックバ 

ラウンドがあ り、 産業界で働いた 経験のあ る人が望ましいが、 少数 

ながら、 産業界を経ずに 研究室から直接やって 来た人もあ り、 優れ 

た 研究のバックバラウンドを 持ちなおかつビジネスに 対する強い関 

心があ ったので、 トレーニンバにより 非常に有能なスタッフになっ 

た」と語っており、 ㏄ lumnbia 大においてはの、 ② 、 ③の混合型の 

採用パターンであ ると推測される。 

(3) 発明と人材のバイオ 率 

表 2 の右端のセクションには、 ウェブサイトにおいて 産業界向け 

に，清朝開示がなされている 発明のうちでバイオ 関連 (E 療 、 診 @ 、 

薬学、 分子生物学、 農学などを含む ) の割合 ( 発明のバイオ 斡 16 、 

ならびにバイオ 関連の学位を 持つライセンス・アソシエイトの 割合 

㎝材のバイオ 斡 17 を示した。 それぞれ、 各オフィスが 扱 う 案件、 

ならびに採用する 人材についての、 専門分野の幅広さの 指標となっ 

ている ( 値が高いほどバイオに ヰ剥 り。 

発明バイオ率は、 スタンフォードを 除いてはいずれも 5[>94 。 以上で 

あ り、 これらの機関からの 技術移転においてバイオ 功 ; 主要領域とな 

っていることが 見てとれる。 ㏄ )lumbia 大の Grmow 丘 z が、 同オフ 

ィスの近年の 成長要因を、 喫 一に、 製薬企業へのライセンスによる 

ものであ る。 」と説明し、 - 米国の主要大学では、 生命科学分野によ 

って収益のかなりの 部分が稼ぎ出されている。 」と指摘していること 

16  Qilul 皿も ia 大学の技術移転オフィスであ る㏄№ mbbia Ⅱ 皿 ovattinnD 
血 Ⅰね中Ⅱ㏄ ( 却 01 年より ラゴ en ㏄ &&TeCbm 。 ology № 姑 ℡ es に改称 ) の 元 

KxL ㏄ 憶 iVeeDireCt ぬ r であ り、 現在は錘㎡田 A 五 rlsorr であ る。 

16  コーネル大学については 不明であ った NIH Ⅰについても 不明であ ったが   

機関の性質上、 すべてがバイオ 関 車であ ると考えられるため、 括弧内に 100 ・ 0 
と 記載したハーバード 大学については、 前掲注 6 の医学部 じ Ⅱ』の値が不明 
なので、 Om ⅠⅡ』のみの 値を括弧に入れたウェブサイトには 全発明が開示さ 
れているわけではないが、 これらの値は、 各オフィスで 取り扱っている 全発 
明案件のうちでバイオの 占める割合を 反映していると 考えることができる。 
17  各機関について、 バイオ関連の 学位を持つ人数 (a) とバイオ以覚の 分 
野の学位を持つ 人数① ) を調べ、 田 Ka+ 切を計算し㌔ 学位の分野が 不明、 
あ るいは取得学位が 不明な対象については、 b には含めていない。 医療、 薬 
学、 分子生物学、 農学、 動物学などをバイオとし 仁 化学については、 organic 
che 血 ため @ はノソオ としてカウントしたが、 山 em 玉毎 ，， p uYysicalchem 五 血卍 ， 

由 uen ㎡㏄ Jen 憶五 ㏄ ダ田 9 はバイオ以覚のものとみなし 仁 ハーバード大学の 数 
字は前掲注 6 の OTTT, のみのものであ る。 コロンビア大学については、 学位 
取得分野が明示されていなかったが、 各人材の経歴から 推測し 7 し 
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と 符合する。 「研究成果が 適切な製薬企業に 移転されれば、 僅か 1- 

2% のロイヤリティでもかなりの 額を稼ぎ出すことになる。 一方、 ， ぼ 

報技術 ゃ デジタ 川 輔車の分野では、 製品のライフサイクルが 短く特 

許の重要性がすぐに 失われ や す L 、 」という理由により、 バイオ分野 

の取扱いが多いものと 考えられる。 

なお、 各オフィスにおける 発明と人材のバイオ 率は正に相関して 

おり、 取り扱う技術分野に 見合った人材を 獲得していることが 裏 付 

けられ 7% 

3.  日本のⅢつと 人材育成へのインプリケーション 

今後わが国においても、 マルチ・メジャ 一人材を養成し 18 、 産学 

連携・技術移転の 担い手として 活用すべきであ る。 そのために、 専 

日 ロ職 大学院の設置、 大学の理系学部における 知的財産講座の 設置な 

どを推進することが 必要であ る。 ここで問題となるのが、 理工系人 

材へのビジネス・ 法律の教育、 ビジネス・法律を 修めた者への 理工 

系の特定分野の 教育、 のいずれに焦点を 絞るか、 ということであ る。 

米国では、 ほとんどの場合、 特定技術を修めた 人材が後に経営や 法 
律を学ぶというバターンであ ったその方が 望ましい理由は、 技術 

を先に学ぶことにより、 経営を学ぶ際に 特定の技術分野をコアとし 

た事業について 具体的なイメージを 持つことができるためだと 考え 

られる。 日本においても、 マルチ・メジャ 一人材を養成するにあ た 

っては、 ビジネス ぞ 法律のコースに 理工系人材が 多数入学して 学 

べるよ う 、 入学定員 枠や カリキュラムを 工夫する必要があ る。 

本研究により、 米国で大きなライセンス 収入を得ているⅢ』 0 に 

は 、 ① NIIH-OTTT のような法務 組見型 、 ② UCSF のような Ph.D. 

重視・シンバルメジャ 一型、 ③ 鱗 m 騰 rd のような Ph.D. 非依存型、 

の 8 つのタイプが 存在することが 示唆されたこれらそれぞれにお 

いては、 ウェブサイトから 得られたデータ と 各オフィスの 管理者す 

なわち採用担当者のインタビュ 一で得られた 知見がよく一致してい 

ねこれらのオフィスの 桶 致から、 わが国のⅢ』 0 と人材育成にと 

って、 次のような示唆が 得られる。 

現在の日本のⅢ』 0 には、 特定の大学の 発明のみを扱 う ものと、 

特定地域の複数の 大学と連携しているものがあ るが、 今後、 各大学 

で発明を管理するという 気重がますます 高まれば、 各大学に研究者 

と 密接に連絡をとり 技術を発掘するユニットが 設置された上で、 一 

つのⅢ刀が特定地域の 複数の大学に 封 ずる一本化された 窓ロとし 

て機能する、 という二段構えの 構造も多数生じるだろう。 これは、 

NIH の各研究機関と N Ⅱ IH-OTT との二段構えの 関係に類似してい 

る。 このような場合、 上流・下流双方にマルチ・メジャ 一人材の存 

在 が望まれることはもちろんであ るが、 上流に技術的素養の 高い人 

材を、 下流に法律やビジネスに 強い人材を多く 配することにより、 

効率のよい 技膨 転の実現が期待できる。 

また、 特定の大学のみと 連携するのではなく、 特定の学部・ 学問 

領域に特化して 複数の大学と 連携するようなⅢ刀も、 今後は儀 垂生 

する可能性があ る。 このような高度に 専門的な領域を 扱 う Ⅰ、 LO の 

場合は、 UCSSF のケースのまう。 こ 、 Ph.D. を取得して間もない 若い 

研究者に対してトレーニンバを 行い、 特定の技術分野を 深く理解す 

るライセンス・アソシェイ ト として活用するとよいだろう。 理工系 

の博士号授与数は 年々増大ロしており、 政府予算により 支援される ポ 

ストドクタ一の 数も 1999 年度には 1 万人を超えたことから 19 、 その 

4% 捕者は確実に 増加していると 言える。 

米国の技術移転人材は 理工系の Ph.D. が約半数を占めているが、 

鯨 anhopdo Ⅲ』のように、 理工系のバックバラウンドを 持つことを 

重視してはいるものの Ph.D. であ ることを必要としないオフィスも 

存在している。 鰯 m あ H においては M.B.A. や J.D. であ ることも重 

視されず、 (1) 産業界の経験、 ㈹コミュニケーション 能力、 ㈹関心 

の幅が広いこと、 という素養が 人材採用のポイントとなっている。 

これらの素養は、 専門職大学院の 整備などの方策によって 産学連 

携・技術移転の 担い手を早急に 育てなくてはならないわが 国が、 教 

育 カリキュラムを 作る際に留意しなくてはならない 3 つのポイント 

と対応する。 第一に、 教育面の産学連携をさらに 進めて ぬ 、 ビジネ、 

ス 経験の豊富な 教授陣の実地体験が 効果的に伝達されるよ う 、 日田憲 

することであ る。 第二に、 ディベート教育の 体系的導入により、 技 

術 移転ビジネスに 必要なコミュニケーション 能力が養われるように 

することであ る。 第三に、 理工系人材が 自身の専門以覚の 先端技術 

分野についても 効率よく学べるよ う 、 技術についても 諸分野の講義 

を開 ; ぎすることであ る。 必要であ れば複数大学・ 機関の間で単位の 

互換を認めるなどの 策をとり、 これらを推進すべきであ る。 

この分野の人材育成は、 教育の場を作れ @ 集 むというものではな 

く、 理工系大学教官の 意育英改革 ( 産業化を推進する 人材の機能を 認、 

隷 する ) 、 理工系大学 @ 生・ポストドクターへの 知的財産関車の 情報 

提供、 技術移転専門人材の 教育機会の整備 ( 専 月明 睨だ翔 院など ) 、 技 

術移転専門人材の 雇用市場の拡大 ( その前提としては、 各 Ⅲ』 0 の 

経営基盤の安定も 必要 ) 、 各 Ⅱ』 0 における採用手法の 開発、 標準と 

なるオン ザ ジョブ・トレーニンバ 方法の開発、 技術移転専門職種の 

社会的認知度の 増大、 などが複合的に 推進されてはじめて、 社会的 

インパクトを 持ち経済効果を 生むものとなるだろう。 本研究で提示 

した、 米国の技術移転人材に 関する若干の 基礎的な知見と 考察は、 

これらの論点のうち、 各 Ⅲ刀における 人材の採用、 ならびにわが 

国における人材育成体制の 整備に関連するものであ る。 

今後は、 ベンチャー経営者、 ベンチャーキャピタリスト 等につい 

ても同様なデータ 収集とインタビューを 実施し、 わが国の産業活力 

再生を支える 各種人材の養成束 は ついてさらなる 検討を行いたいと 

考えている。 

la  もちろん、 単に学位を持っていればよいというわけではなく、 重要なの 

は専門性や知識であ ることは言 う までもないが、 マルチ・メジャー 育成 束を 
・とることにより、 産学連携・技術移転の 促進に貸する 人材が増加することは 
論を待たないであ ろう。 

'9  小林哲夫「博士教育の 現状」、 総研 大 ジャーナル 1 号 5.13 頁 (2002) 。 

N  これに対するニーズが 大きいことは、 西村由希子・ 山岸 朋恵 ・ 隅蔵 康一 
「大学研究者の 教育 及 U 海千究 に持する意識 @ 、 研究・技術計画学会第 17 回年 

次学術大会要旨 集 (2 ㏄ 2) の設問 14 の結果から明らかであ る。 
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